
令和７年大船渡市大規模林野火災における
大船渡保健所の取組みについて

岩手県大船渡保健所

R8.2.25「令和7年度岩手県大船渡保健所運営協議会」資料

県及び大船渡地方支部
災害特別警戒本部

発生日時等発生場所

２月19日 17時00分設置
２月24日 15時35分廃止
24時間危機管理警戒体制へ移行

２月19日 11時55分覚知
２月25日 15時05分鎮圧
４月７日 17時30分鎮火

大船渡市綾里田浜下
地内の山林

２月25日 17時00分設置
２月26日 12時15分廃止
24時間危機管理警戒体制へ移行

２月25日 15時19分覚知
２月26日 12時00分鎮圧
３月11日 10時30分鎮火

陸前高田市小友町柳沢
地内の山林

２月26日 15時50分設置
３月19日 16時30分廃止
24時間危機管理警戒体制へ移行

２月26日 13時02分覚知
３月９日 17時00分鎮圧
４月７日 17時30分鎮火

大船渡市赤崎町合足
地内の山林
（令和７年大船渡市大規模
林野火災）

出典：令和7年大船渡市大規模林野火災の被害状況等 岩手県大船渡市
いわて防災情報ポータル 災害対応状況 岩手県復興防災部防災課資料
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林野火災の発生状況（令和７年２月）
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資料４



被害状況（令和８年１月16日時点）

延焼範囲
約3,370ha（４月７日17：30鎮火）
※2月19日発生の火災の延焼範囲を除く

人的被害
死者１名（90代男性）

家屋被害
226棟（うち全壊175棟）

住家 90棟（うち全壊54棟）
非住家 136棟（うち全壊121棟）

出典：第７回令和７年大船渡市林野火災復旧・復興推進本部会議資料
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避難状況
状 況日 時

避難指示発令
※延焼拡大に伴い、順次対象区域を拡大
最大 1,896世帯、4,596人に避難指示（3月１日 7時30分）

２月26日（水）13：50〜

避難所設置（越喜来小学校体育館、三陸公⺠館）
※避難指示対象区域の拡大に伴い、順次市内各所に避難所を設置

最大 避難所数 12カ所（うち４ヵ所は福祉避難所）
最大 避難者数 4,310人

避難所 1,249人
避難所以外 3,061人

14：14〜

段階的に避難指示解除（3月5日 降雨、3月9日 17時鎮圧宣言）３月７日（金）10：00〜
避難指示を全て解除３月10日（月）10：00
避難所集約へ（２カ所：三陸B＆G海洋センター、県立福祉の里センター）
※三陸B＆G海洋センター：３月11日開設、３月15日閉鎖
※綾姫ホール：３月15日開設

３月11日（火）

県立福祉の里センター閉鎖 ⇒ 全避難所閉鎖
※５月26日綾姫ホール閉鎖

５月30日（金）12：00

3月6日18時、
3月7日7時時点

出典：大船渡市公表資料「令和７年度大船渡市大規模林野火災概要資料」他 4



大船渡保健所の主な取組み
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１ 被災者等支援
２ 気仙医療圏保健医療福祉調整本部（現地拠点）の設置・運営
３ 保健師等チーム（県内保健所・市町村）活動支援
４ 避難所における感染症対策への助言・支援
５ ペット同行避難所の設営準備、運営体制の検討・実践支援
６ 災害時廃棄物処理に係る助言・技術支援
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１ 被災者等支援
(1）難病患者の安否及び避難状況等確認
・期間：令和７年２月26日〜3月18日
・対象者（児）：避難指示地区に住所を有する

特定医療費受給者 60名、小児慢性特定疾病医療費受給者 5名

(2）大船渡市健康管理活動班の保健活動へ従事
・派遣職種：保健師、栄養士
・避難所巡回による健康相談、栄養相談、環境アセスメントと整備等実施（2/28〜3/9）
・避難所巡回による食事提供状況の確認、アセスメント等実施（3/1〜3/17）
・在宅避難者等へ健康状態等の聞き取り調査等の実施（3/29〜4/6，4/14〜4/18）
・派遣延日数：20日
・派遣延人数：33人
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１ 被災者等支援

(3）避難所における食事提供に係る支援
・派遣職種：栄養士
・食生活改善推進員の炊き出しに係る支援（衛生管理、運営支援等）
・避難所２カ所（綾姫ホール、県立福祉の里）
・派遣日数：９日間（令和７年4月7日〜5月12日のうち 毎週月・金曜日）
・派遣延人数：10人

(4）心のケア等要フォロー者への支援（継続中）
・ 「大船渡市被災者等健康状態調査」等において把握された要フォロー者等への支援
・大船渡市や大船渡地域こころのケアセンター等と支援方針の検討や情報共有、連携
しながら支援を実施
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２ 気仙医療圏保健医療福祉調整本部（現地拠点）の設置・運営
●設置目的：岩手県保健医療計画に基づき、被災地域において各種保健医療福祉活動チームが情報共有

しながら効率的に支援活動を行う

●設置期間：令和７年３月２日〜令和７年３月19日
（うち、令和７年３月２日〜令和７年３月13日まで現地にて常駐）

●設置場所：岩手県大船渡保健所（大船渡市保健センター内）

●運営体制
・気仙医療圏保健医療福祉調整本部（大船渡市保健・医療・福祉・介護連携会議）立ち上げのため
県調整本部から職員派遣（３月４日まで２名、３月５日まで１名）
・岩手県大船渡保健所から現地調整本部運営のため、現地（大船渡市保健センター内）に職員派遣
（３月４日から１名、３月６日から２名）

●運営内容（大船渡市への支援内容）
・大船渡市保健・医療・福祉・介護連携会議（気仙医療圏保健医療福祉調整本部）の運営支援
・派遣調整された各種保健医療福祉活動チームの活動調整
・県本部と地域本部との連絡調整（ZOOMによる常時接続）



主な支援活動実施団体
 大船渡保健所 2/28〜
 大船渡地域（県）こころのケアセンター 2/28〜
 日本赤十字社（石巻、盛岡） 2/28〜3/14
 ICAT（いわて感染制御支援チーム） 2/28、3/4、3/12、3/18
 NPO法人ピースウィンズ・ジャパン 3/1〜3/18
 JRAT（一般社団法人日本災害リハビリテーション支援協会）3/4〜3/9
 保健師等チーム（保健所、市町村）3/5〜3/18、3/24〜3/28、4/7〜4/11
 DWAT（災害派遣福祉チーム）3/6〜3/18
 DCAT（災害派遣介護チーム）3/6〜3/18
 気仙医師会
 気仙薬剤師会

など
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３ 保健師等チーム（県内保健所・市町村）等活動支援
 大船渡市や保健師等チームの後方支援を実施するため、保健師を大船渡

市保健センターへ派遣（常駐）
 派遣期間：令和７年３月５日〜４月11日（23日間）（※保健師等チーム派遣期間）
 派遣延人数：37人
 主な支援内容
・保健師等チーム 延85チーム 242名（県133名、市町村109名）
・保健師等チーム活動用携帯電話の確保と貸出管理
・保健師等チームの受入・引継ぎ支援

（保健師等チームミーティングやオリエンテーションの補助 など）
・気仙医療圏保健医療福祉調整本部の運営補助

（保健師等チームやその他保健医療福祉活動チーム、県庁等との連絡や活動調整、
会議運営補助 など）

・避難所における感染症対策への活動支援
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４ 避難所における感染症対策への助言・支援
 実施期間：令和７年２月28日〜５月30日
 主な支援内容

• 各避難所へ嘔吐物処理物品や消毒物品、PPEの配置及び嘔吐物処理方法の手順
を記載した資料の説明と配布の実施、市へ補充物品の発注の助言

• ICATによる避難所の感染対策アセスメントや助言事項を大船渡市や保健師等
チーム等共有

• 避難所で使用可能な普及啓発ポスターやチラシ等の啓発普及や保健指導用媒体
データを大船渡市へ提供

• 普及啓発ポスターやチラシを準備し、保健師等チームへ提供。避難所巡回時の
掲示等を依頼

• 体調不良者報告依頼ポスターを各避難所に掲示及び避難所運営担当者への説明
と協力依頼を保健師等チームに依頼

• 保健師等チームやその他保健医療福祉活動チームへ感染症対策のアセスメント
と環境整備の実施を依頼

• 新型コロナウイルス感染症患者発生に伴う対応支援
• 感染症患者発生（疑い含む）時の一時隔離、療養場所の検討や助言の実施

など
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５ ペット同行避難所の設営準備、運営体制の検討・実践支援
 実施期間：令和７年2月28日〜５月30日
 主な支援内容
・２月28日、県と災害時の動物救護に係る協定を締結する動物愛護団体等（全1
2団体）のうち、大船渡市周辺を活動区域とする団体に対し、被災動物救護に係る
協力を要請。
・３月１日、大船渡保健所に「同行避難したペットの一時預かり相談窓口」を設置。
また、各避難所に相談窓口を周知するチラシを配布。
・隣接する保健所が大船渡保健所を支援する体制を併せて整備。
・３月７日、避難所運営に必要なケージやペットフード等について環境省に要請。
・３月８日、旧吉浜中学校避難所で、ペット同行避難の受け入れを開始。大船渡保
健福祉環境センターが、動物愛護団体の協力を得ながら運営を支援。
・３月12日、避難所が２か所に集約されたことに伴い、旧吉浜中学校でのペット同
行避難の受け入れを終了（３月８日〜12日受入実績なし）。
・大船渡保健福祉環境センターにおいて、一時預かりの相談受付を継続し、動物愛
護団体の協力を得ながら、引き続き被災動物の避難を支援。
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６ 災害時廃棄物処理に係る助言・技術支援
 実施期間：令和７年2月28日〜
 主な支援内容
・災害廃棄物が被災現場である生活環境から速やかに除去されるよう、仮置場の設
置を助言
・仮置場に必要とされる規模、設備について技術支援のうえ、運営管理、委託方法
を助言
・災害廃棄物発生量の推計について技術支援
・発生が想定される災害廃棄物の種類とその特性、取り扱い上の注意点、具体的に
想定される処分業者について助言
・被災現場及び仮置場における石綿含有廃棄物の生活環境等への飛散防止について
技術支援
・災害廃棄物処理に係る環境省補助事業（災害等廃棄物処理事業費補助）に係る申
請書類作成、災害査定対応について支援




